
別添 

１ 

 

 

平成１８年３月３１日付け国道有第１３７号で許可を受けた「京都市道高速道路 1 号線

等に関する事業」の一部を次のように変更する。 

 

 

４．料金の額及びその徴収期間 

「別紙３」を 

「別紙３を別添のとおり改め、記〔１〕及び記〔２〕に掲げる事項は平成２９年４月１日

以降会社が別に定める日から実施し、それまでの間は従前のとおりとする。」に改める。 

 

  



 

２ 

 

別紙１－１京都市道高速道路１号線（京都府京都市山科区西野山桜ノ馬場町から京都府京

都市伏見区深草中川原町まで）に関する工事の内容中（５）工事の着手及び完成の予定年

月日を次のように改める。 

(５)工事の着手及び完成の年月日 

①工事の着手年月日 平成 ７年 ３月３１日 

②工事の完成年月日 平成２０年 ６月 １日（供用開始） 

 平成２４年 ３月２９日（残事業完成） 

 

 

別紙１－２京都市道高速道路１号線・京都市道高速道路２号線（京都府京都市伏見区深草

中川原町から京都府京都市伏見区竹田向代町川町まで）に関する工事の内容中（５）工事

の着手及び完成の予定年月日を次のように改める。 

(５)工事の着手及び完成の年月日 

①工事の着手年月日  

  イ 京都府京都市伏見区深草中川原町から京都府京都市伏見区深草西川原町まで 

            平成 ７年 ３月３１日 

ロ 京都府京都市伏見区深草西川原町から京都府京都市伏見区竹田向代町まで

 平成２１年 ８月１３日 

ハ 京都府京都市伏見区竹田向代町から京都府京都市伏見区竹田向代町川町まで 

  平成１２年 １月２４日 

・なお、合併施行方式における工事の着手予定年月日とは、各区間の全ての範

囲について、会社が公共事業者から事業引継ぎを受ける予定年月日をいう。 

 

②工事の完成年月日        平成２３年 ３月２７日（供用開始） 

                            平成２４年 ３月２９日（残工事完成） 

 

 

別紙１－３京都市道高速道路２号線（京都府京都市伏見区竹田向代町川町から京都府京都

市伏見区向島大黒まで）に関する工事の内容中（５）工事の着手及び完成の予定年月日を

次のように改める。 

(５)工事の着手及び完成の年月日 

①工事の着手年月日 平成１２年 １月３１日 

②工事の完成年月日 平成２０年 １月１９日（供用開始） 

 平成２４年  ３月２９日（残事業完成） 

  



 

３ 

 

別紙２を次のように改める。 

 



 

４ 

 

別紙３を次のように改める。 

（別紙３） 

料金の額及びその徴収期間 

 

〔１〕料金の額 

 一．均一料金の額 

（１）阪神高速道路における京都線（本文記１高速道路の路線名①及び②の路線をい

う。以下同じ。）を通行する自動車に適用する基礎料金の額は、次のとおりとする。 

普通車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３条に規定する軽自

動車、小型特殊自動車、小型自動車及び普通自動車で乗車定員が２９人

以下のもののうち、車両総重量８トン未満かつ最大積載量５トン未満の

ものをいう。以下同じ。） 

        ４２８.５７円 

大型車（車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員３０人以

上の自動車及び大型特殊自動車（道路運送車両法第３条に規定する大型

特殊自動車をいう。）をいう。以下同じ。） 

        ８５７.１４円 

（２）１回の通行に係る料金の額は、記（１）の車種ごとに定める基礎料金に消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

定める消費税及び地方消費税を合わせた税率を乗じて得た額を加算し、四捨五入

により、１０円単位の端数処理を行うこととする。 

二．割引を適用する自動車及び割引率等 

（１）一般向けマイレージポイントサービスについては、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車〔有料道路自動料金収受システムを使用する料金徴収事務の取扱

いに関する省令（平成１１年建設省令第３８号）第１条に規定する有料道路

自動料金収受システム（以下「ＥＴＣシステム」という。）を使用して無線通

信により料金を徴収する自動車をいう。ただし、無線通信による通行を意図

するも、事情により無線通信による通行が不可能となった場合には、無線通

信による通行の有無にかかわらず、無線通信により通行したものとみなす。

以下同じ。〕のうち、ＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカード（阪

神高速道路株式会社（以下「会社」という。）が別に定めるところにより、本

割引の適用を受けるための登録がなされている場合に限る。）を使用して通行

を行おうとする利用者の自動車 

 なお、上記にいう「ＥＴＣクレジットカード」は、会社との契約に基づき

ＥＴＣカード（同省令第２条第２項の規定に基づき東日本高速道路株式会社、

首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、

会社及び本州四国連絡高速道路株式会社（以下「六会社」という。）が公告し

たＥＴＣシステム利用規程（以下「利用規程」という。）第３条第１号に規定

するＥＴＣカードをいう。以下同じ。）を発行する者から貸与を受けたＥＴＣ 



 

５ 

 

カードを、「ＥＴＣパーソナルカード」は、六会社が契約に基づき共同で発行

し、貸与するＥＴＣカードをいう（以下同じ。）。  

② 割引率 

イ ポイントの付与 

一のＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードごとにＥＴＣ

システムを利用して無線通信により徴収する平成３１年３月３１日までの

一通行ごとの料金の額及び料金の額の１ヵ月の合計額（平成１８年３月３

１日付け阪高計画第８４号で申請し、同日付けで許可を受けた「大阪府道

高速大阪池田線等に関する事業」のうち本文記１高速道路の路線名中①か

ら㉒の路線（ただし、同別紙３記〔２〕三（１）の区間のみを通行する自

動車を除く。以下「阪神圏」という。）における月間利用額と合算して計算

する。）に応じて、１００円につき下表のとおりポイントを付与する。 

 

基本ポイント 

加算ポイント 

月間利用額区分 
ポイント付与 

(100円につき) 

一通行ごと 

100円につき 

3ポイント 

10,000円以下の部分  0ポイント 

10,000円超～35,000円以下の部分   3ポイント 

35,000円超～70,000円以下の部分  5ポイント 

70,000円を超える部分 10ポイント 

 

ロ ポイントによる割引 

一のＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードごとに付与さ

れたポイントの累積数が１００ポイント以上の場合に、１００ポイントを

１００円分の通行料金に充当する還元額に交換できるものとする。 

（２）事業者向け大口・多頻度割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車のうち、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社及び

西日本高速道路株式会社（以下「三会社」という。）が別に定める約款（以下

「利用約款」という。）により、三会社が実施する大口・多頻度割引の適用に

関する契約を三会社のいずれかと締結した利用者が、当該契約に基づいて契

約相手方の会社に利用約款第４条第２項第１号に規定する車載器管理番号の

届出がなされた、利用規程第３条第１号に規定する車載器（以下「車載器」

という。）を備え、かつ、当該車載器に利用するものとして当該会社から貸与

されたＥＴＣカード（以下「ＥＴＣコーポレートカード」という。）を会社が

別に定めるところにより使用して通行料金の支払を行おうとする利用者の自

動車 

② 割引率 

イ 車両単位割引 

記①の自動車が使用するＥＴＣコーポレートカード１枚ごとにＥＴＣシ



 

６ 

 

ステムを利用して無線通信により徴収する料金の額の１ヵ月の合計額（阪

神圏における月間利用額と合算して計算する。）に応じて、下表に掲げる割

引率を適用する。 

 

月間利用額区分 割引率 

5,000円以下の部分     0％ 

5,000円超～10,000円以下の部分   3％ 

10,000円超～35,000円以下の部分     6％ 

35,000円超～70,000円以下の部分     8％ 

70,000円を超える部分 13％ 

 

ロ 契約単位割引 

利用約款により三会社が実施する大口・多頻度割引の適用に関する契約

に基づく利用者の月間利用額の合計額（阪神圏における月間利用額と合算

して計算する。以下同じ。）が１００万円を超え、かつ、利用者の自動車１

台あたりの月間平均利用額が５，０００円を超える場合にあっては、利用

者の月間利用額の合計額に対し、５％の割引率を適用する。 

（３）ＥＴＣ路線バス割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車のうち、ＥＴＣコーポレートカードを使用して通行料金の支払を

行おうとする路線バス（乗車定員３０人以上の自動車のうち、道路運送法（昭

和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運

送事業の用に供するものであり、かつ、会社がその主たる旅客が観光を目的

とするものでないと認定したものをいう。） 

② 割引率 

割引率は３９％以下とする。 

（４）障害者割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条に基づく福祉に関する事

務所（市町村及び特別区が設置したものに限る。）又は当該事務所を設置して

いない町村において、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１

５条第４項の規定により交付されている身体障害者手帳又は療育手帳制度要

綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知「療育手

帳制度について」別紙）の定めるところにより交付されている療育手帳（以

下「手帳」という。）に、以下のイ又はロの要件を満たすものとして、会社が

別に定めるところにより事前に自動車登録番号又は車両番号等必要事項の記

載の手続きがなされた自動車 

イ 手帳の交付を受けている者が、手帳を携行して自ら運転する自動車のう

ち日常生活の用に供され、本人又はその親族等が所有する自動車（営業用

の自動車を除く。）で、会社が別に定めるもの 



 

７ 

 

ロ 手帳の交付を受けている者のうち、重度の障害を持つ者として身体障害

者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める障

害の等級又は「療育手帳制度の実施について（昭和４８年９月２７日児発

第７２５号厚生省児童家庭局長通知）」の第三に定める障害の程度に基づき

会社が別に定める者（以下「重度障害者」という。）が手帳を携行して乗車

し、その移動のために本人以外の者が運転する自動車のうち日常生活の用

に供され、当該重度障害者又はその親族等が所有する（これらの者がこれ

らの自動車を所有していない場合にあっては、当該重度障害者を継続して

日常的に介護している者が所有する）自動車（営業用の自動車を除く。）で、

会社が別に定めるもの 

なお、上記自動車がＥＴＣシステムを利用して無線通信により通行料金の

支払を行おうとする場合は、会社が別に定めるところにより事前に登録がな

された、ＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードと車載器をと

もに使用する場合に限る。 

② 割引率 

割引率は５０％以下とする。 

（５）時間帯割引については、以下のとおりとする。 

     ① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車 

② 基礎割引額 

 イ 区分及び時間帯に応じた割引 

下表に掲げる区分及び時間帯に通行する場合に同表の掲げる基礎割引額

を適用する。 

なお、この基礎割引額を適用した料金の額は、記一（２）の規定にかか

わらず同（１）に定める車種ごとの基礎料金の額に同表の区分及び時間帯

に定める車種ごとの基礎割引額を適用した後に消費税法及び地方税法に定

める消費税及び地方消費税を合わせた税率を乗じて得た額を加算し、四捨

五入により、１０円単位の端数処理を行うこととする。 

（イ）京都市道高速道路１号線（山科出入口から鴨川東出入口までの間）

のみを通行する場合 

区分 時間帯 
基礎割引額 

普通車 大型車 

平日 

（月曜日～金曜日） 

6：00以後～9：00前 

190.47円 380.95円 
17：00以後～20：00前 

土曜日・日曜日・祝日 0：00以後～24：00前 

（注）祝日は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に定める休日及び会社が別に定める日とし、平日（月曜日～金曜

日）は、祝日以外の日とする（以下同じ。）。 

（ロ）（イ）に定める通行以外の通行の場合 



 

８ 

 

区分 時間帯 
基礎割引額 

普通車 大型車 

平日 

（月曜日～金曜日） 

6：00以後～9：00前 

142.85円 285.71円 17：00以後～20：00前 

土曜日・日曜日・祝日 0：00以後～24：00前 

 

（６）阪神高速道路企画割引については、以下のとおりとする。 

会社は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構への貸付料の支払い

に支障のない範囲で、以下のとおり割引を実施することができる。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車 

     ② 割引率 

個々の企画割引ごとに企画内容に合わせて割引率を適宜設定する。 

     ③ 割引を実施する期間 

       個々の企画割引ごとに企画内容に合わせて実施する期間を設定する。 

     ④ 割引を適用する区間 

適用区間については、関西都市圏の活性化など社会政策上の目的又は阪神

高速道路の利用促進に資するものとし、個々の企画割引ごとに企画内容に合

わせて設定する。 

     ⑤ 事前の届出 

       個々の企画割引ごとに記①から記④までの内容について、事前に国土交通

大臣に届出をする。 

（７）有料道路の料金に係る社会実験に関する割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

阪神高速道路を通行し、有料道路の料金に係る社会実験に参加する自動車 

② 割引率等 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて割引率等を適宜設定する。 

③ 割引を実施する期間 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて実施する期間を限定する。 

④ 割引を適用する区間 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて適用する区間を限定する。 

⑤ 事前の届出 

個々の社会実験ごとに記①から記④までの詳細について、事前に国土交通

大臣に届出をする。 

（８）割引相互間の適用関係 

① 障害者割引を受ける自動車に重複して適用される割引は、一般向けマイレ

ージポイントサービスに限るものとし、障害者割引を適用した後の金額に対

して当該割引を適用する。 

② ＥＴＣ路線バス割引を受ける自動車は、他の割引と重複して適用しないも

のとする。 



 

９ 

 

③ 一般向けマイレージポイントサービス、事業者向け大口・多頻度割引及び

時間帯割引の相互間の重複適用関係については、以下のとおりとする。 

イ 重複適用の有無 

 

 マイレージ    

大口・多頻度 × 大口・多頻度   

時間帯 ○ ○ 時間帯 

注）「マイレージ」は一般向けマイレージポイントサービス、「大口・多頻度」

は事業者向け大口・多頻度割引、「時間帯」は時間帯割引をそれぞれ指すも

のとする。 

ロ 重複適用の順序 

 

適用の順序 割引の種類 

１ 時間帯割引 

２ 
一般向けマイレージポイントサービス又は 

事業者向け大口・多頻度割引 

 

〔２〕料金の徴収期間 

平成２０年１月１９日から平成３１年３月３１日までとする。 

 

〔３〕その他 

一．けん引自動車 

けん引自動車（けん引するための構造及び装置を有する自動車をいう。）が、被けん

引自動車（けん引されるための構造及び装置を有する自動車をいう。以下同じ。）１台

をけん引している場合は、１台の自動車とみなす。被けん引自動車を２台以上けん引

している場合は、２台目以降の被けん引自動車について、１台につき、更に普通車の

料金１台分を徴収する。 

 

 二．消費税等の取扱いに関する事前の届出 

記〔１〕に掲げる消費税等の取扱いについて、事前に国土交通大臣に届出をするこ

とで、切捨てにより、１０円単位の端数処理を行うことができる。 

 

 

 

 

○・・・重複適用あり 

×・・・重複適用なし 


